
コーポレートガバナンス
CORPORATE GOVERNANCE Yoshicon Co.,Ltd.

最終更新日：2021年12月24日
ヨシコン株式会社
代表取締役社長　吉田尚洋

問合せ先：取締役　経営管理本部長　杉本貞章　TEL:054-205-6363

証券コード：5280

https://www.yoshicon.co.jp

当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

　当社グループは経営判断の迅速化を図り、経営の透明性を高めるために経営チェック管理機能を充実させることは重要な経営課題であると認

識し、経営の諸問題に取り組んでおります。

　コーポレート・ガバナンスは企業が継続的に成長を遂げていくために不可欠な取組みであり、株主の利益を守るだけでなく全ステークホルダーの

権利や利益を保護し、結果、企業への信頼が高まり、長期的に企業価値を向上させると考えております。また、ガバナンス強化のためには株主や

社外だけでなく従業員に対しても企業理念や経営方針など行動基準を浸透させることが重要と考えております。

<基本方針（ヨシコングループの企業理念）>

わが社は無限の可能性を探求し

わが社に関連ある人々に幸せと利益を提供し

併せてその職業を通じ地域社会に貢献することにあり

当社グループではこの基本方針のもと、「総合街づくり企業」を目指し、人と住環境の豊かな未来に向けて商品とサービスを提供しております。

<経営方針（全社員とお客様・地域社会と共有するもの）>

１．わが社は常に業界のパイオニアたること。

２．わが社は常に相手の身になって対処すること。

３．わが社は人の和の集まりである。

４．わが社は少数精鋭の集団である。

５．わが社は常に地域社会の一団である。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

【対象コード】

2021年６月の改訂後のコードに基づき記載しております。

【補充原則１－２②　招集通知の早期発送・発送前開示】

　当社は、招集通知の記載情報の正確性を担保しつつも総会議案の十分な検討期間を確保するため、原則として、法定期限までに招集通知を発
送しております。また、招集通知を発送する1日前に当社ホームページ及び東京証券取引所のウェブサイトにより公表を行っております。株主の皆
様が総会議案について十分な検討期間を確保できるよう、招集通知の早期発送及び早期開示について、今後検討してまいります。

【補充原則１－２④　議決権の電子行使、招集通知の英訳】

　当社は現在、海外投資家比率が10%未満と比較的低いため、コスト等を勘案し議決権の電子行使や招集通知の英訳を採用しておりません。今
後、株主構成の変化等状況に応じて検討を進めてまいります。

【補充原則２－３①　サステナビリティを巡る課題への対応】

　当社は、企業理念に掲げている「総合街づくり企業」の実現に向けて、サステナビリティを巡る課題に対応するための各種取組みを実施しており
ます。具体的には、企業誘致を通じた労働機会と住処の提供や、子育て世代や高齢世代に対応した関連サービスの提供など、不動産開発やそれ
に付随するサービスを通じ「少子高齢化・人口減・企業流出・空き家問題」などの社会問題解決に取り組んでまいります。

　現時点では、個別課題への対応にとどまっているため、今後は、取締役会においてサステナビリティを巡る課題全体への取組み方針を策定し、
企業価値の向上及び事業リスクの低減に向けて、当社の事業特性を活かした取組みについての議論及びそれを踏まえた活動を行ってまいります
。

【補充原則２－４①　中核人材の登用等における多様性の確保】

　当社は、多様な人材を確保し育成していくことが中長期的な企業価値向上に繋がるものと考え、中途採用者を積極的に採用しております。中途
採用者については資格・経験等を総合的に判断し、管理職への登用を行っておりますが、管理職全体に占める女性の割合は現状約１割であり、
十分ではないと認識しております。今後、当社の中核人材として、その比率が高まるよう人材育成及び社内環境の整備に努めてまいります。

　また、現時点で外国人の管理職登用については実績がないものの、当社グループは国籍、性別等に囚われずその能力・成果に応じた人事評価
を行うことを基本方針としており、今後の企業規模の拡大に応じて、実績値の開示についても検討してまいります。

【補充原則３－１② 　英文開示の実施】

　当社は海外投資家比率が比較的低いため、コスト等を勘案し招集通知の英訳を採用しておりません。今後株主構成の変化等状況に応じて検討
を進めてまいります。

【補充原則３－１③　 サステナビリティについての取組み】

　当社は、企業理念に掲げている「総合街づくり企業」の実現に向けて、サステナビリティを巡る課題に対応するための各種取組みを実施しており
ますが、現時点では自社のサステナビリティについての取組みや人的資本や知的財産への投資等を開示しておりません。



　今後、取締役会においてサステナビリティを巡る課題全体への取組み方針を策定し、企業価値の向上及び事業リスクの低減に向けて、当社の
事業特性を活かした取組みについての議論及びそれを踏まえた活動内容の開示を検討してまいります。

【補充原則４－１②　 中期経営計画の実現に向けた対応等】

　当社は、経営のＰＤＣＡサイクルの整備・強化のため、中長期の経営計画については取締役会にて複数回、段階的に意見交換を行い、社外役員
の意見を十分に踏まえながら策定しておりますが、株主や投資家をはじめとするステークホルダーの皆様には開示しておりません。なお業績予想
と実績との差異に関する原因分析は定期的に行っており、決算発表等を通じ株主を含むステークホルダーに対し開示・説明を行っております。

【補充原則４－１③　後継者計画の策定・運用等】

　当社は、企業が将来に亘って継続的に成長していくためには、経営を司る後継者の育成が重要な要素であると認識しております。具体的には、
取締役会を通じ、グループ全体として経営者の育成に努めております。後継者育成計画及びその監督手法の策定については、今後検討すべき課
題と認識しております。

【補充原則４－２②　サステナビリティを巡る取組みについての基本方針の策定等】

　当社は、企業価値の向上の観点から、サステナビリティを巡る課題への対応を経営戦略の重要な要素と認識しております。サステナビリティの取
組みについては、環境に関する要素に加え、人的資本や知的財産への投資等の社会に関する要素の重要性が指摘されている点も踏まえて開示
することを検討しております。その進捗状況については、取締役会で定期的にフォローしてまいります。

【補充原則４－３②　ＣＥＯの選任】

　最高経営責任者（CEO）である代表取締役については、人格・知識・経験・能力を勘案し、経営環境や対処すべき課題に応じて、最適と考える人
物を取締役会で選定することとしております。現時点では取締役会を通じ、グループ全体として経営者の育成に努めております。後継者育成計画
及びその監督手法の策定、客観性・適時性・透明性あるCEOの選任手続については、今後検討すべき課題と認識しております。

【補充原則４－３③　ＣＥＯの解任】

　当社は、最高経営責任者（CEO）の解任につきましては、任意の諮問委員会の設置や明確な解任要件を定めてはおりませんが、職務執行に不
正又は重大な法令・定款違反、心身の故障、その他職務への著しい不適任があると取締役会が判断した場合には、取締役会の決議に基づく解任
手続きを実施いたします。

【原則４－７　独立社外取締役の有効な活用】

　当社には現在、独立社外取締役はおりません。なお、経営に対する監視機能を高めるために社外監査役から１名を独立役員として届出しており
、客観的な立場から活発な意見交換を適宜行い責務を十分に果たしております。今後の状況によって、独立社外取締役を選任する必要が生じた
場合には、候補者の選定を検討してまいります。

【原則４－８　独立社外取締役の選任】

　当社の取締役会は、取締役８名のうち１名が社外取締役で構成されております。当該社外取締役は独立社外取締役ではありませんが、その豊
富な経営に関わる経験や知見を生かして経営方針や経営計画等への助言を行うとともに、自由闊達な議論をすることによって取締役会を活性化
させており、会社の持続的な成長と中長期的な企業価値の向上に寄与していると判断しております。

　今後の状況によって、独立社外取締役を選任する必要が生じた場合には、候補者の選定を検討してまいります。

【補充原則４－８①　独立社外取締役による情報交換・認識共有】

　当社の社外取締役は独立社外取締役ではありませんが、社外役員間で任意の意見・情報交換が適宜行われております。

【補充原則４－８②　独立社外取締役による連携・連携体制の整備】

　当社の社外取締役は独立社外取締役ではありませんが、当社では経営管理本部が社外役員の職務の補助を行っており、経営管理本部を通じ
た経営陣、監査役又は監査役会との連絡・調整を実施しているほか、社外役員と代表取締役等とのミーティングを実施しております。

【補充原則４－１０①　指名委員会・報酬委員会の権限・役割等】　

　当社の社外取締役は専門的知見や経験により、経営陣幹部の選解任その他重要な事項等に係る取締役会の審議にあたって意見を述べるとと
もに、必要に応じて助言等を行っております。

　したがいまして、当社は現時点で任意の指名委員会・報酬委員会を設置しておりませんが、社外取締役、社外監査役及び常勤監査役は適宜会
合を開催し情報交換・認識共有を図っております。本課題については今後、継続検討してまいります。

【原則４－１１　取締役会・監査役会の実効性確保のための前提条件】

　当社取締役会は、当社グループの各部門の業務に精通した社内取締役と豊富な経営経験、高い専門性や見識のある社外取締役から構成され
ており、全ての監査役も出席しております。取締役会は、取締役に求められる能力・要件を満たした候補者の中から指名を行っておりますが、現状
、女性取締役はおりません。

　また、監査役は、財務・会計・法務に関して必要な知識を有することを前提に指名しており、これらに関する高い知見を有する監査役を１名以上
選任するようにしております。今後、取締役会及び監査役会の実効性確保に向けて取組みを進めてまいります。

【補充原則４－１１①　取締役会の多様性に関する考え方等】

　現在、当社の取締役は８名で、そのうち社外取締役は１名です（独立社外取締役ではありません）が、今後は当社の持続的な成長と中長期的な
企業価値向上の観点から、取締役会全体としての知識・経験・能力のバランスや多様性及び規模が最適となるよう努めてまいります。

　当社は取締役会において中長期的な経営の方向性や事業戦略に照らして必要なスキルが全体として確保されることの重要性を認識しつつも、
現在、スキル・マトリックス等を活用したスキルの特定と開示には至っておりません。スキル・マトリックスをはじめとした取締役の有するスキル等の
組み合わせの開示については、今後検討してまいります。

【補充原則４－１１③　 取締役会の実効性に関する分析・評価】

　当社は、現時点では定期的な取締役会の実効性評価は実施しておりませんが、今後の取締役会の実効性を高めるためには実効性についての
分析・評価を行うことが重要であるという認識に基づき、今後の取締役会において効果的な評価方法等について十分議論の上、評価プロセスの
整備に努めてまいります。

【原則５－２　経営戦略や経営計画の策定・公表】

　当社は現時点では、中期経営計画の開示を行っておりません。また、経営指標として自己資本比率の50％以上の維持・確保を目指しております
が、収益力等に関する目標の開示は行っておりません。今後、具体的な目標の開示については検討してまいります。



【補充原則５－２①　 事業ポートフォリオの基本方針や見直しの状況についての説明】

　当社では、事業内容や経営方針等について有価証券報告書に記載しておりますが、中期経営計画は開示しておらず、事業ポートフォリオの基本
方針等についても説明は行っておりません。現在、経営環境等も慎重に見極めながら、経営方針や事業ポートフォリオの見直し等について中期経
営計画の開示とともに検討してまいります。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

【対象コード】

2021年６月の改訂後のコードに基づき記載しております。

【原則１－４　政策保有株式】

(1)政策保有に関する方針

　当社は、政策保有株式について、安定株主の確保及び取引関係の維持等、事業戦略上の保有効果が認められる場合に保有することとしており
ます。取得当初と比較して保有意義が認められなくなった株式については縮減を検討していく方針であります。

(2)政策保有株式にかかる検証の内容

　保有の適否については、保有目的の適切性及び保有効果やリスクの資本コスト等を総合的に勘案して、毎年取締役会にて検証しており、取得
当初と比較して保有意義が認められなくなった株式については縮減を検討していく方針であります。

(3)政策保有株式にかかる議決権行使基準

　政策保有株式の議決権については、当該企業の価値向上に繋がるか、当社の企業価値を棄損させる可能性がないか個別に精査したうえで、議
案への賛否を判断いたします。

【原則１－７　関連当事者間の取引】

　当社が、当社の役員や主要株主等と取引を行う場合は、かかる取引が会社や株主共同の利益を害することのないよう、取締役と行う競業取引
及び利益相反取引については、「取締役会規程」において取締役会の決議事項として明示し、実際の個別取引にかかる取締役会の承認を通じて
監視を行うとともに、重要性が高い取引については、有価証券報告書において開示しております。

【原則２－６　企業年金のアセットオーナーとしての機能発揮】

　当社は、現在特定の企業年金基金に加入しておりませんが、従業員の資産形成のため企業型確定拠出年金制度を導入しております。入社時に
制度説明を行い運用の確認を行うとともに、運用機関・運用商品の選定や従業員に対する資産運用に関する教育機会を提供しております。

【原則３－１　情報開示の充実】

(1)会社の目指すところ（経営理念等）や経営戦略、経営計画

　当社は、企業理念・経営方針を当社ウェブサイトに掲載しておりますので当社ウェブサイト（https://www.yoshicon.co.jp/）をご参照ください。

(2)本コードのそれぞれの原則を踏まえた、コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方と基本方針

　コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方と基本方針は、「１．基本的な考え方」に記載のとおりです。

(3)取締役会が経営陣幹部・取締役の報酬を決定するに当たっての方針と手続

　当社は、取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針（以下、決定方針という。）を定めており、その概要は、株主総会で承認された報酬総
額の範囲内において、代表取締役が役職、業績、社会水準、業績への貢献度合等を総合的に勘案して決定するものとしております。なお、当該決
定にあたっては、社外取締役及び社外監査役へ諮問し、その答申内容を尊重するものとしております。

　また、決定方針の決定方法は、取締役会の決議により決定しております。各取締役の個人別の報酬等の内容は、社外取締役及び社外監査役
の答申内容を十分に尊重しており、決定方針に沿うものと取締役会が判断しております。

(4)取締役会が経営陣幹部の選解任と取締役・監査役候補の指名を行うに当たっての方針と手続

<経営陣幹部の選任・指名基準>

　取締役会は取締役候補者を選任するにあたり、以下の「取締役会規程」における取締役及び取締役候補者の資格要件を充足しているか否か判
断して決定しております。

　①当社及び当社グループの事業領域に関する深い理解と幅広い知識、経験を有する。

　②経営者としての職務執行に対する強い意欲がある。

　③誠実性と高度な倫理観、価値観を持つ。

　④強い探究心と精神的独立性を有する。

　⑤実践的な見識と成熟した判断力を有する。

　⑥業務（事業）、財務、会計、技術等に関する方針決定における幅広い訓練と経験を有する。

　⑦取締役会メンバーとしての職務を果たすために必要な労力や時間を惜しみなく提供する意思を持つ。

　⑧数年間を取締役会メンバーとして務める意思を持つ。

　⑨株主価値の極大化実現への強い意思を持つ。

　⑩上記要件相互のバランス感覚に優れる。

<経営陣幹部の解任基準>

　取締役会は、取締役につき不正行為又は法令・定款違反等があると判断した場合、資格要件を充足しないと判断した場合等は、取締役解任議
案を付議いたします。株主総会に付議する取締役選任・解任議案は、代表取締役が取締役会で定めた「取締役会規程」に基づき作成し、取締役
会において決定いたします。

<監査役候補者の指名基準>

　取締役会は、監査役候補者を指名するにあたり、常に公正不偏の立場から取締役の職務執行の監査を的確に遂行することができる知識、経験
及び人格を有する者を指名いたします。株主総会に付議する監査役選任・解任議案は、経営管理本部長が作成し、監査役会の同意を得たうえで
、取締役会において決定いたします。

(5)個々の選解任・指名についての説明

　取締役・監査役候補者の個々の選任理由については、株主総会招集通知に開示しております。当社ウェブサイト（https://www.yoshicon.co.jp/）



をご参照ください。

【補充原則４－１①　経営陣に対する委任の範囲】

　取締役会で意思決定すべき事項については、重要性の度合いに応じて詳細かつ具体的な付議・報告基準として「取締役会規程」を定め、取締役
会の決議事項以外の内容については、稟議等による会長・社長決裁又は経営陣に委任しております。また、業務執行責任者及び社内部門長の
職務権限、職務分掌等についても、社内規程により明確化しており、組織変更等に応じて、常に見直しがなされる仕組みを構築しております。

【原則４－９　独立社外取締役の独立性判断基準及び資質】

　当社は、社外取締役又は社外監査役の選任においては東京証券取引所の定める独立役員に関する基準に基づき判断しております。

【補充原則４－１１②　取締役・監査役の兼任状況】

　社外取締役・社外監査役をはじめ、取締役・監査役は、その役割・責務を適切に果たすために必要となる時間・労力を取締役・監査役の業務に
振り向け、兼職については合理的範囲に留めております。

　なお、その社外役員に関する兼任の状況は、事業報告「会社役員に関する事項」に開示しております。

【補充原則４－１４②　取締役・監査役に対するトレーニングの方針】

　当社では、取締役・監査役向けに、必要な知識習得と役割と責任の理解の機会として、特にコンプライアンス遵守を重視した研修を実施しており
ます。また、社外取締役・社外監査役に当社グループの経営理念、経営方針、事業活動及び組織等に関する理解を深めることを目的に、就任時
及びその後も継続的に、これらに関する情報提供を行っております。

　社外取締役・社外監査役を含む取締役・監査役が、その役割及び責務を果たすために必要とする事業・財務・組織等に関する知識を取得するた
めに必要な機会の提供、斡旋、費用の支援を行っております。また、当社が加盟する団体等の主催する外部セミナー等に積極的に参加することで
、必要な知識や時勢に応じた新しい知識の習得・研鑽に努めております。

【原則５－１　株主との建設的な対話に関する方針】

　当社では、経営管理本部長をＩＲ担当取締役とするとともに、経営管理本部とコーポレートデザイン室をＩＲ担当部署としており、経理、経営企画、
広報、総務、DX対応等ＩＲ活動に関連する業務を所管しています。株主や投資家に対しては、経営トップが出席する会社説明会を定期的に開催す
るとともに、逐次スモールミーティングを実施しております。その結果得られる株主の反応は、随時、経営陣幹部及び取締役会に報告しております
。

　なお、株主との対話に際しては、「内部情報管理規程」に基づきインサイダー情報の漏洩防止を徹底しております。

２．資本構成

外国人株式保有比率 10%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

ワイズ株式会社 2,019,000 27.85

ＱＵＩＮＴＥＴ　ＰＲＩＶＡＴＥ　ＢＡＮＫ（ＥＵＲＯＰＥ）　Ｓ．Ａ．　１０７７０４　（常任代理人株式会社みずほ
銀行決済営業部）

369,718 5.10

太平洋セメント株式会社 320,000 4.41

ヨシコン取引先持株会 282,600 3.89

株式会社静岡銀行 248,800 3.43

株式会社みずほ銀行 248,800 3.43

吉田尚洋 241,950 3.33

吉田立志 241,240 3.32

ＢＮＹ　ＧＣＭ　ＣＬＩＥＮＴ　ＡＣＣＯＵＮＴ　ＪＰＲＤ　ＡＣ　ＩＳＧ（ＦＥ－ＡＣ）　（常任代理人株式会社三菱
ＵＦＪ銀行）

225,475 3.11

株式会社商工組合中央金庫 218,700 3.01

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

1　大株主の状況は、2021年９月30日現在の状況です。

2　持株比率は、自己株式（781,250株）を控除して算定しております。

3　2019年11月11日付で、公衆の縦覧に供されている大量保有報告書において、サマランユーシッツ（SAMARANG UCITS）が2019年11月１日現在

で402千株（株券等保有割合5.01％）を保有している旨が記載されておりますが、当社として2021年９月30日現在における実質保有株式数の確認
ができていないため、上記大株主の状況には含めておりません。



３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 JASDAQ

決算期 3 月

業種 不動産業

直前事業年度末における（連結）従業員
数

100人以上500人未満

直前事業年度における（連結）売上高 100億円以上1000億円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

―――

Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査役設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 10 名

定款上の取締役の任期 2 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 8 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 1 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

0 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

赤堀一通 他の会社の出身者

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者



b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

赤堀一通 　 ―――
赤堀一通氏は土地家屋調査士として不動産登
記・測量業務に精通しているため選任しており
ます。

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

なし

【監査役関係】

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 4 名

監査役の人数 3 名

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況

　監査役３名のうち２名が社外監査役であり、取締役会等に出席し取締役の業務執行の状況を監査しているほか、取締役会議事録・稟議書ある
いは重要な契約書等の確認により監査役機能の充実を図っております。

　また会計監査については、有限責任監査法人トーマツに依頼し会計の適正な処理に務めております。監査役会は有限責任監査法人トーマツよ

り会計監査人が実施した監査内容につき、報告を受けております。

　内部監査室は、年間の内部監査計画に基づき日々の業務執行の適正性につき監査を実施し、監査役会において内部監査の結果等について報

告しております。監査結果の個別問題につき情報の共有化を図るとともに、修正項目及び指摘事項については代表取締役社長に報告の上、修

正・改善を行っております。

社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 2 名

社外監査役のうち独立役員に指定され
ている人数

1 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

影山　孝之 他の会社の出身者



安本　守男 他の会社の出身者

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

d 上場会社の親会社の監査役

e 上場会社の兄弟会社の業務執行者

f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

m その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

影山　孝之 ○ ―――

　名古屋国税局の出身者であり、税務業務に

精通しているため、税務・会計の見地から選任

しております。

　なお、税理士の専門的な知見等により客観

的、中立的な視点で適切な監査を行い、かつ、

一般株主と利益相反が生ずるおそれがないと

判断し、独立役員に指定しております。

安本　守男 　 ―――

　　静岡県警察の出身者であり、警察業務等に

精通しているため、法務やリスクの見地から選

任しております。

【独立役員関係】

独立役員の人数 1 名

その他独立役員に関する事項

―――

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

その他

該当項目に関する補足説明

　当社は、2019年５月８日開催の当社取締役会において、当社の取締役（社外取締役を除く。）が、株価変動のメリットとリスクを株主の皆様と共有
し、株価上昇及び企業価値向上への貢献意欲を従来以上に高めることを目的として、当社の取締役（社外取締役を除く。）に対し、譲渡制限付株
式を交付する株式報酬制度（以下、「本制度」という。）を導入することを決議し、また、2019年６月18日開催の当社第51期定時株主総会において、
本制度に基づき、当社の取締役（社外取締役を除く。）に対する譲渡制限付株式に関する報酬等として支給する金銭報酬債権の総額を年額200,0
00千円以内として設定すること、当社の取締役（社外取締役を除く。）に対して各事業年度において割り当てる譲渡制限付株式の総数は200,000株
を上限とすること及び譲渡制限付株式の譲渡制限期間を３年間とすること等につき、ご承認をいただいております。

ストックオプションの付与対象者



該当項目に関する補足説明

―――

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 一部のものだけ個別開示

該当項目に関する補足説明

取締役８名　572,629千円（うち社外１名　2,400千円）

（注）1.　上記報酬額には、2021年６月25日開催の第53期定時株主総会で承認された役員賞与144,000千円（取締役５名）を含んでおります。

　　　2.　上記報酬等の額には、譲渡制限付株式の付与による報酬額として、182,425千円（取締役２名　182,425千円）を含んでおります。

連結報酬等の総額が1億円以上である者については、法令に従い有価証券報告書において個別に開示しております。

報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

　当社は、取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針（以下、決定方針という。）を定めており、その概要は、株主総会で承認された報酬総
額の範囲内において、代表取締役が役職、業績、社会水準、業績への貢献度合等を総合的に勘案して決定するものとしております。なお、当該決
定にあたっては、社外取締役及び社外監査役へ諮問し、その答申内容を尊重するものとしております。

　また、決定方針の決定方法は、取締役会の決議により決定しております。当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等の内容は、社外取締役及
び社外監査役の答申内容を十分に尊重しており、決定方針に沿うものと取締役会が判断しております。

【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】

　社外監査役をサポートする機関の体制は構築しておりませんが、検討事項が発見された場合には内部監査室が中心となり、問題解決のための

調査・報告を行う体制となっております。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

【業務執行】

　取締役会等を毎月開催し、経営に関する重要事項につき意思決定を行うとともに、業務執行の状況につき監督を行っております。

【監査・監督】

　内部監査につきましては内部監査室を設置し、年間の内部監査計画に基づき財務状況と業務状況の調査を随時実施し、内部牽制機能の充実
を図っております。また、監査役監査につきましては、常勤監査役を中心に取締役会等の重要会議に出席し、取締役から独立した立場で積極的な
意見表明を行っております。

　会計監査人の状況

　　監査法人名　有限責任監査法人トーマツ

　　指定有限責任社員　業務執行社員　郷右近隆也

　　指定有限責任社員　業務執行社員　山崎光隆

【報酬決定等】

　取締役及び監査役の報酬については、株主総会で決議された範囲内で支給しております。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

　当社グループは監査役制度を採用しており、取締役及び監査役を出席者として毎月経営戦略会議を開催しております。この会議は取締役会とし
て、重要な経営上の意思決定を実施しており、取締役・監査役以外にも各業務担当部長も参加し、必要に応じて意見を述べるほか、取締役等と業



務担当部長が一同に会してコミュニケーションを深め、組織のフラット化に努めております。

　また、牽制機能として、経理部門、総務部門を含む経営管理本部とレジデンス事業、不動産開発事業、賃貸・管理等事業及びマテリアル事業の
各業務部門との相互牽制機能を強化するため完全分離しております。また必要に応じて組織規程や職務権限規程などの社内規程の見直しを実
施し、内部監査室により各部門の内部監査を実施することとしております。

　内部監査につきましては、内部監査室（１名）が中心となり、各事業部の部署の監査を実施し社内規程との整合性を図るとともに業務の改善に努
めております。内部監査室は、内部監査の結果等につき監査役会において報告しております。

　当社グループには社外取締役が１名、監査役は３名のうち２名が社外監査役であるため、社外役員によるチェック体制が十分に機能していると
考えております。社外取締役又は社外監査役は、内部監査室、監査役会及び会計監査人と随時相互連携しながら監督・監査を行っております。

Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送 株主総会の15日前に発送いたしました。

集中日を回避した株主総会の設定
　当社では、毎年株主総会の開催が集中すると予想される6月末日付近を回避して株主
総会を設定しております。なお、第53期定時株主総会は、2021年6月25日に開催しており
ます。

その他 当社ホームページに、招集通知を掲載しております。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有
無

ディスクロージャーポリシーの作成・公表 　当社ホームページに掲載しております。

個人投資家向けに定期的説明会を開催

　2019年11月、2020年１月及び2021年10月に代表取締役社長が説明を行う説
明会を実施しております。

　なお、第53期（自 2020年４月１日 至 2021年３月31日）は、新型コロナウイル

ス感染症拡大の影響により、実施しておりません。

あり

IR資料のホームページ掲載
　当社ホームページ（https://www.yoshicon.co.jp）のIR・投資家情報に決算短
信、適時開示資料等を掲載しております。

IRに関する部署（担当者）の設置 取締役　経営管理本部長　杉本貞章

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

実施していません。

Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

1.　取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

　当社では、法令などの社会規範を遵守すべきことはもちろんのこと、自然・地球環境や企業を取り巻くすべての利害関係者への配慮が不可欠

であり、高い倫理観に基づき社会的良識に従って行動することが、当社の健全な発展に不可欠との認識の下に、「企業倫理行動規範」及びこれ

に従った企業の取締役及び使用人の行動の確実な実行を確保するため、具体的な行動指針「コンプライアンスガイドライン」を制定しております。

2.　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　取締役の職務の執行に係る重要な機密情報につきましては、取締役会規程及び情報管理規程に基づき、社長が総括責任者として経営管理本

部担当取締役を情報管理担当役員に指名し、適正厳格な情報管理を行っております。

3.　損失の危険の管理に関する規定その他の体制

　各リスクの管理は、各々のリスク管理部署がリスク状況のモニタリングを行うことにより、適切に必要な措置を講じることを原則としております。ま

たリスクの複雑化、影響の増大に対処するため、リスク管理の高度化を図るべく、当社に組織横断的なリスク管理委員会を設置しております。



4.　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　各取締役は職務権限規程に基づき職務を執行するとともに、取締役会等を毎月開催し、経営に関する重要事項につき意思決定を行っておりま
す。

5.　財務報告の信頼性を確保するための体制

　財務報告の信頼性を確保するために、内部統制システムの整備・運用状況を把握するとともに、その有効性につき継続的に評価、改善活動を

行っております。

6.　当社及び子会社からなる企業集団における業務の適正性を確保するための体制

　当社の諸規程は、子会社に特段の定めがある場合を除き子会社すべてに及び、企業集団の業務の執行を管理する基準であり、内部監査室が

中心となり当社グループにおける内部統制システムの有効性のチェックを行っております。

　

7.　監査役の職務を補助すべき使用人に関する体制及び当該使用人の取締役からの独立性に関する事項

　監査役の職務を補助すべき使用人に関する規程を定め、監査役の職務を補助すべき使用人として、当社の使用人から監査役補助者を任命し

ております。監査役補助者の評価は監査役が行い、監査役補助者の任命、解任、人事異動、賃金等の改定については監査役会の同意を得た上

で取締役会が決定することとし、取締役からの独立を確保しております。

8.　取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体制

　監査役は取締役会等の重要な会議に出席し取締役の業務執行の状況を把握するとともに、内部通報制度として会社及び子会社の社員等から

の組織的または個人的な法令違反ないし不正行為に関する相談または通報について適正な処理の仕組みを定めることにより、不正行為等の早

期発見、是正ならびに防止を図っております。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

　当社では「企業倫理行動規範」及び「コンプライアンスガイドライン」に基づき、反社会的勢力に対しては取引関係等を一切有さず、また不当な金

銭等の要求に対しては断固たる態度で拒否することにより反社会的勢力の排除に努めております。

　その担当部署としては経営管理本部が中心となり、地元警察署や弁護士と随時連絡をとるとともに、静岡県企業防衛対策協議会に加盟し地元

企業との連携を図るなど、情報収集を進めております。

Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

―――

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

当社の会社情報の適時開示に係る社内体制の状況は、以下のとおりです。

1．決定事実に関する情報について

　重要な決定事実については取締役会に付議し、決議後、適時開示規則に照らして開示の要否を判断し、情報取扱責任者にて開示手続きを行っ
ております。

2．発生事実に関する情報について

　各部門や子会社にて発生した重要な事項については、各担当役員・代表取締役の判断に基づき、情報取扱責任者にて開示手続きを行っており
ます。

3．決算に関する情報について

　決算に関する情報については、経営管理部において決算財務数値を作成し、並行して会計監査人による監査を受け、取締役会の審議、承認を
経た後、情報取扱責任者にて開示手続きを行っております。




